
施行 4年目を迎える韓国介護保険

――その現状と課題――
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〔抄 録〕

韓国でも人口高齢化に伴い同居率の低下，家族の介護力が低下している。一方では

要介護高齢者の増加，要介護期間の長期化，家族の身体的・経済的・心理的な負担は

増加している。このような状況から家族介護システムから社会的介護システムへの転

換としての韓国型の介護保険制度が 2008 年 7 月から施行され，4年目を迎えている。

長期療養保険施行以後の認定者及び利用者は，毎年増加する傾向にある。最近の保

健福祉部・国民健康保険公団の 2011 年老人長期療養保険施行 3 周年記念シンポジウ

ムの資料によれば，2008 年の認定数者 14 万人と利用者数 7万人は，2009 年には認定

者数 26 万人と利用者数 18 万人，2011 年 3 月には認定者数 32 万人と利用者数 28 万

人まで増加している。又，要介護の認定申請から外された潜在的な長期療養対象者も

現在 (2011 年 3 月基準) 約 37 万人であり，潜在的な長期療養者に対する支援も必要

である。このような韓国の高齢社会の状況と公的介護保障制度である「老人長期療養

保険制度」の施行後の動向と成果及び課題が注目される。

キーワード：韓国，介護保険

1．韓国介護保険導入の背景

韓国介護保険の導入には，ドイツ・日本とほぼ類似した背景がある。具体的には第 1に急速

な高齢化と少子化現象がある。高齢化速度は周知の通り韓国のスピードは日本より急速である。

高齢化率は 2000 年の 7.2% から 2020 年の 15.6% (大韓民国政府 HP，2011：174) をこえる高

齢社会が予測されている。それに伴い少子化も急速に進行する傾向にある。2010 年現在の合

計特殊出生率は，1.22 人である。したがって，韓国人口の自然増加率 (人口 1000 当りの自然

増加者) は，4.3 人であり，10 年前の (8.2 人) の半分程度 (保健福祉部，2011a：4) である。

第 2に高齢者の健康問題と要介護者の増加である。高齢者が 3つ以上の慢性疾患をもつ割合

は平均 54.8% (小川全夫，朴光駿，鮮于悳他，2010：55) に達している。国民健康保険公団に
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よる『老人性疾患者診療推移分析』の結果によれば，年度別老人性疾患の罹患者は 2002 年か

ら 2008 年までで約 5倍以上増加している (国民健康保険，2011. 1. 31. ：1-3)。

第 3に家族の変容である。心理的な扶養認識は家族扶養から社会的扶養へ変化しており，居

住形式においては 3世帯の家族同居率が減少する傾向にある。核家族化の進行による老人世帯

の増加だけではなく，1人暮らし要介護高齢者の増加も課題である。要保護の 1人暮らし老人

の推移は，07 年 152,000 人，08 年 160,000 人，09 年 168,000 人，10 年 176,000 人であり，介護

者の不在は社会問題である (大韓民国政府HP，2011：179)。家族変容は又，結婚率と離婚率

の変化にもあらわれる。1970 年度の 1,000 人当り結婚率と離婚率は 9.2 人，0.4 人であったが，

1980 年には 10.6 人，0.6 人，1990 年には 9.3 人，1.1 人，2000 年は 7.0 人，2.5 人，2010 年は

6.5 人，2.3 人である。ベビーブーマー (baby boomers) の結婚時期を除外して結婚率は低下

推移であり，この 40 年間に離婚率は 5倍以上増加している (保健福祉部，2011a：96)。

第 4に公的介護保障システムの不在である。介護保険制度の施行以前には，高齢者無料入所

施設と有料入所施設だけであり，一般庶民の利用可能なシステムは不在であった。このような

状況で韓国保健福祉部・学界などによる高齢者介護保障に関する研究・検討がされていった。

2001 年 8 月 15 日光復節の慶祝辞で金大中大統領は本格的に「老人療養保険制度導入」を提唱

し，2002 年盧武鉉大統領候補も，公的老人療養保障制度の導入を選挙で公約した。2003 年 3

月「公的老人療養保障推進企画団」，2004 年 3 月「公的老人療養保障実行委員会」で制度の基

本構成の設計がはじまった。その後モデル事業として第 1次 (2005 年 7 月〜2006 年 3 月)，第

2 次 (2006 年 4 月〜2007 年 4 月)，第 3 次 (2007 年 5 月〜2008 年 6 月) まで実施された (孫，

2010：19-36)。2006 年 12 月「老人長期療養保険法」立法予告その後国会提出され，2007 年 4

月 2 日国会通過，2007 年 4 月 17 日に公布された。施行は 2008 年 7 月 1 日からであり，2010

年 2 月 18 日には，施設・在宅療養保護士の人材基準強化，認定調査表にb痴呆e項目を補完，
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205.7104.602 年対比増加%

全 体 65 歳未満老人性疾患 65 歳以上老人性疾患

資料：国民健康保険「報道資料」2011. 1. 31
注) 1．老人性疾患の診療件数 (漢方診療は除外) 2．人口=健康保険適用人口+医療扶助適用人口

3．診療室利用者：漢方，薬局診療は除外 4．総診療費：漢方除外，薬局診療は含む
5．2002 年対比増加%，2002 年対比 2009 年増加量

年度

表 1 年度別老人性疾患者医療利用現況 (単位：千人，千万ウォン)

6725,28571,50735545,006243,8691,02750,2912009

543.7255.4138.5270.6150.4101.7419.5

44,799170,04384749,6722007

153,1946075,08666,63334544,915219,82795250,0012008

172,361

2005

86,0924564,54348,19830344,696134,29175949,2382006

115,7375324,87354,306315

34,15426844,73882,81262148,9012004

65,8604014,37242,06528244,782107,92668349,154

49948,0802002

39,4943063,93329,77225444,62469,26556048,5572003

48,6583534,163

診療室
利用者

人口総診療費
診療室
利用者

人口総診療費
診療室
利用者

人口

31,7032633,81526,42723644,26558,130

総診療費



2010 年 4 月 26 日療養保護士の資格試験を導入している。

2．韓国介護保険の概要

2008 年 7 月から韓国の介護保険制度 (韓国語：老人長期療養保険制度) は施行された。そ

の背景には，要介護者の急増，家族介護の困難，介護動向の長期化などがある。韓国政府はそ

の意義を次のように説明している。心身の障害，疾病，老衰などのために自力で食事・排泄・

入浴・外出・家事など日常生活を営むことに支障がある高齢者に身体活動・家事支援・介護な

どのサービスを提供して，老後生活の安定とその家族の負担を軽減する社会保険制度である。

次に韓国介護保険を簡略に紹介する。

① サービス利用は，所得水準とは関係なく，老人長期療養保険制度加入者 (国民健康保険

加入者と同様) とその被扶養者，医療給付受給権者である。

② 給付対象は，65 歳以上の高齢者または，65 歳未満の中で，認知症，脳血管性疾患，

パーキンソン病など老人性疾患をもっている者であって，6ヶ月以上の間 1 人で日常生

活を営む事ができないと認められた場合，心身の状態及び長期療養が必要な程度など等

級判定によって判定を受けた者である。

③ 判定基準は，身体活動能力，認知能力など 52 項目の調査に基づいて，6ヶ月以上の期間

に日常生活を 1 人で営む事ができないと認めた場合，療養に必要な程度によって 1〜3

等級と判定された者がサービスを受けるようになる。

④ 認定及びサービス利用手順は，(公団の各支社別長期療養センター) 申請→(公団職員)

訪問調査→長期療養認定及び等級判定及び標準長期利用計画書通報 (等級委員会)→(長

期療養センター) サービス利用と進んでいく。

⑤ 給付内容は，施設給付，在宅給付，特別現金給付がある。

⑥ 財源調達は，保険料は健康保険料額の 6.55% (月平均：4,822 ウォン) であり，老人長

期療養保険の加入者は国民健康保険加入者と同一，健康保険料と一体徴収している。長

期療養保険料率は保健福祉部長官所属の長期療養委員会の審議をへて大統領令で明示す

る。国家支援は長期療養保険料の予想収入額の 20%負担 (国庫)，医療給付受給権者の
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日常生活のすべてにおいて他人の援助が必要な者，長期療養認定点数が 95 点以上，終日
寝たきり状態

長期療養 1等級

日常生活の相当な部分において他人の援助が必要な者，長期療養認定点数が 75 点〜94 点長期療養 2等級

日常生活において部分的に他人の援助が必要な者，長期療養認定点数が 55 点〜74 点長期療養 3等級

食事，排泄，着替えなどにおいて大体自立であるが，生活管理能力の低下によって時々支
援が必要な者

等級外 (軽症)

判定基準等級区分

表 2 等級判定基準



長期療養給付費用，訪問看護指示書発給費用のなかで公団が負担すべき費用及び管理運

営費の全額を国家と地方自治体が分担する。本人一部負担は次の通りである。施設給付

の 20% (非給付：食材費，理・美容料などは本人負担) であり，在宅給付の 15% を負

担する。例外として医療給付受給権者等低所得層は各々 1/2 で軽減 (施設：10%，在

宅：7.5%) であり，国民基礎生活受給者は無料である。

⑦ 老人長期療養保険制度の個別的なサービス利用負担料は次のようである。

3．韓国介護保険の利用現状

(1) 要介護認定者の現状 (性別・年齢別・年度別)

老人長期療養保険のサービスを利用するためには，1〜3 等級の療養等級の認定が必要であ

る。

申請は，施行最初は 65 歳以上であったが，2011 年 3 月以後は，65 歳になる 30 日以前から
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⑤昼夜間保護

資料：保健福祉部長期療養保険HP

①訪問療養サービス

表 3 介護サービスの利用負担

①老人療養施設 (1 日)
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

48,120 ウォン
43,550 ウォン
38,970 ウォン

③老人療養共同生活家庭 (1 日)
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

(1) 車両利用訪問入浴サービス
(2) 車両未利用訪問入浴サービス

④短期保護 (1 日)

48,700 ウォン
44,360 ウォン
37,370 ウォン

(5) 12 時間以上
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

42,490 ウォン
38,860 ウォン
35,230 ウォン

長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

⑥施設サービス

48,120 ウォン
43,550 ウォン
38,970 ウォン

②老人専門施設 (1 日)
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

38,310 ウォン
33,660 ウォン
29,020 ウォン

訪問療養サービス 30 分
訪問療養サービス 60 分
訪問療養サービス 90 分
訪問療養サービス 120 分
訪問療養サービス 150 分
訪問療養サービス 180 分
訪問療養サービス 210 分
訪問療養サービス 240 分

40,580 ウォン
36,970 ウォン
31,140 ウォン

(3) 8 時間〜10 時間未満
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

②訪問看護サービス

27,360 ウォン
35,310 ウォン
43,260 ウォン

訪問看護サービス 30 分未満
訪問看護サービス 30 分〜60 分未満
訪問看護サービス 60 分以上

44,640 ウォン
40,670 ウォン
34,250 ウォン

(4) 10 時間〜12 時間
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

③訪問入浴 (1 回訪問)

71,290 ウォン
39,390 ウォン

24,350 ウォン
22,180 ウォン
18,680 ウォン

32,460 ウォン
29,580 ウォン
24,910 ウォン

(1) 3 時間〜6時間未満
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級
(2) 6 時間〜8時間未満
長期療養 1等級
長期療養 2等級
長期療養 3等級

10,680 ウォン
16,120 ウォン
21,360 ウォン
26,760 ウォン
30,200 ウォン
33,500 ウォン
36,600 ウォン
39,500 ウォン



申請可能になった。但し長期療養保険の給付は 65 歳になる日から利用可能である (老人長期

療養保険 HP : 2011/06/24)。等級判定の期間は申請書を提出した後 30 日以内であり，天災な

どによる問題発生の場合や精密調査が必要な場合には判定期間を延長する事が可能であり，延

長する場合には申請人に延長事由及び期間を通知する。

等級判定は長期療養等級委員会で第 1次判定結果と特記事項及び医師所見書，その他審議資

料等を総合的に検討・確認して長期療養認定可否及び長期療養等級を最終的に決定する。その

具体的な等級判定過程は次のようである。

①調査員は長期療養認定の申請人の機能を調査表の基準によってチェック (確認)。②調査

表にチェックされている各領域別得点を計算。③ ｢療養ニーズ 5つ領域(1)」の 100 点得点変換

点数計算。④調査表の療養ニーズ 5 つ領域，52 項目調査結果と領域別 100 点得点換算を 8 つ

のサービスに適用し，療養認定点数を算出 (療養認定点数の算出方法参照)。⑤療養認定点数

の合計を算出。⑥療養認定点数の合計を等級基準に適用して長期療養認定の可否及び長期療

養等級を提示する。以上の 6段階の過程がある。

保健福祉部及び国民健康保険公団による老人長期療養保険施行 3 周年施行資料 (保健福祉

部・国民健康保険公団，2011：9) によると老人長期療養保険制度の認定者及び利用者は継続

的に増加している。その中で認定者の人数は 2008 年 14 万人，2009 年 26 万人，2010 年 3 月に

は 32 万人であり，施行当時より 2 倍以上増加している事が確認できる。認定者の増加は老人

長期療養保険制度の認識度の上昇とサービスに対する必要性が高まっているからだと推定でき

る。2010 年 12 月の年齢別等級判定と地域別等級判定は次の通りである。

制度導入後，1 等級より 3 等級が持続的に増加している事が確認できる。背景としては，1

等級者の死亡と 2，3 等級者の健康状態の維持が考えられる。認定審査は，地域格差はほぼ見

られない。全国一律的な調査において，標準化されたマニュアルによって行われるためであり，

評価判定は基本的に地域の格差はほぼ存在しないとされる (保健社会研究院，2011：1-3)。

保健福祉部と国民健康保険公団の統計資料室の資料によれば老人長期療養保険制度の等級外

者は 149,783 人である。等級判定による認定者だけが長期療養保険サービスの利用が可能であ

り，同様の老人性疾患でも利用者の自己診断によるサービス利用は不可能である。等級外者は

介護を必要とする場合でも介護サービスへの権利はなく，利用できないのが現状である。結果

的には日本の介護保険のような医療・保健・福祉の総合化による検討が必要であり，要介護予

防制度のための要支援システム導入の検討が必要である。

(2) 介護サービス利用の現状

老人長期療養保険制度の導入以前の公的なサービスの利用は，高齢者人口の 1 % (2003 年

の保健福祉部内部資料，同年OECD Health data：老人福祉サービス利用の国家別比較) にも

達せず，不足していた。当時は国民基礎生活保障者 (生活保護対象者)・低所得者に制限され
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0.0%0.1%比率

135
1,0743864441,904人数

2,039軽 減

資格別 等級判定者数

等級判定結果

区分

表 4 2010 年 12 月の年齢別等級判定 (単位：人)

比率

64
994251192人数

256医療給付
0.0%0.0%

2,968
3,7651,1761,3536,294人数

9,262基礎受給
1.2%0.4%0.4%2.0%

4,250
9,0822,8963,31215,290人数

19,540一 般
2.9%0.9%1.0%4.8%比率

20,88710,84278,812人数
102,32685 歳以上

14.9%6.6%3.4%24.9%比率

4,5005,16023,680人数
31,097小 計

65 歳未満

4.4%1.4%1.6%7.5%比率

68,011人数
100,39480-84 歳

13.5%5.2%2.9%21.5%比率

23,514
47,083

23,517人数
25,016軽 減

4.7%1.7%1.0%7.4%比率

7,417
14,020

103,49175-79 歳
13.0%4.8%2.9%20.7%比率

32,383
42,56816,2879,156

6,266医療給付
0.8%0.3%0.2%1.3%比率

1,499
14,8005,5083,209

10.0%3.5%2.4%15.8%比率

38,135
41,18215,0489,12665,356人数

11.7%3.9%2.8%18.4%比率

2,214
2,4679566294,052人数

6.0%2.0%1.6%9.5%比率

30,378
31,46610,9277,58949,982人数

80,36070-74 歳

44.6%17.4%10.9%72.9%比率

49,190
37,01912,3248,76058,103人数

107,293基礎受給

1.6%7.5%比率

17,956
18,8486,1845,12130,153人数

48,10965-69 歳

14.9%100.0%比率

96,880
140,88155,04534,396230,322人数

327,202一 般

比率

7,417
14,0204,5005,16023,680人数

31,0970-64 歳
4.4%1.4%

小計

149,783
195,16773,83346,994315,994人数

465,777計

全体

61.8%23.4%

149,783
195,16773,83346,994315,994人数

465,777合 計

年齢別

61.8%23.4%14.9%100.0%

等級外
認定者

3等級2等級1等級

1,364
13,7265,1222,76521,613人数

22,977軽 減
4.3%1.6%0.9%6.8%比率

9145783,860人数
6,010医療給付

0.7%0.3%0.2%1.2%比率

51,809人数
98,031基礎受給

10.5%3.5%2.3%16.4%比率

2,150
2,368

307,662一 般
41.7%16.5%9.8%68.0%比率

46,222
33,25411,1487,407

65 歳以上

57.3%21.9%13.2%92.5%比率

92,630
131,79952,14931,084215,032人数

0.3%0.1%0.1%0.6%比率

142,366
181,14769,33341,834292,314人数

434,680小 計
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2,0611,24713,823女性
6,49910,4284,0842,56223,573合計

仁 川 1,7333,0191,107784

2,2491,0926315,519女性

計 1等級 2等級 3等級 等級外

資料：保健福祉部内部資料及び国民健康保険公団 統計資料室
注) 1．2010 年度末現在累積判定者人数であり，住民登録実住所地基準
2．認定判定者のうち重複及び死亡件は除外

区分

表 5 2010 年 12 月地域別・性別の等級判定 (単位：人)

7,4137,4522,8891,74019,494合計
大 丘 2,1122,2388284935,671男性

5,3015,214

1,9772,9961,4078347,214合計
濟 州 4307473152031,695男性

1,547

合計
釜 山 2,7523,6681,2637798,462男性

7,9058,4932,7891,58820,775女性

36,320合計
慶 南 3,9243,9121,1776789,691男性

11,83410,1043,0481,64326,629女性

3,04119,318男性
9,31321,3429,7526,65547,062女性
10,65712,1614,0522,36729,237

1,43388510,001男性
10,2569,6283,3481,95925,191女性
15,75814,0164,2252,321

138,61152,98232,610334,502女性
12,79730,37313,5149,69666,380合計

ソウル 3,4849,0313,762

12,7458,8683,1761,45826,247女性
13,87213,6954,7812,84435,192合計

慶 北 3,6164,067

149,783195,16773,83346,994465,777合計
計 39,48456,55620,85114,384131,275男性

110,299

女性
16,59712,1764,3212,07835,172合計

全 南 3,8523,3081,1456208,925男性

1,77229,848合計
全 北 3,4593,1858874988,029男性

9,9738,1262,4461,27421,819

3,3111,3388137,848男性
5,7918,1493,2301,87819,048女性
13,43211,3113,333

3,6284,2951,9451,31711,185女性
8,17711,4604,5682,69126,896合計

忠 南 2,386

13,329女性
5,1236,0692,7051,89415,791合計

忠 北 1,4951,7747605774,606男性

3,2472,68718,940合計
江 原 1,5572,2119508935,611男性

3,9755,2632,2971,794

5,74911,7574,5283,27225,306男性
14,96428,32711,2527,38561,928女性
5,5327,474

男性
1,1822,0726734174,344女性
20,71340,08415,78010,65787,234合計

京 畿

9289,946女性
1,6122,8589046035,977合計

蔚 山 4307862311861,633

6,3752,0411,30013,973合計
大 田 1,2421,8295843724,027男性

3,0154,5461,457

光 州 1,2631,7135432903,809男性
4,1044,5261,43965810,727女性
4,257

6,643男性
4,7667,4092,9771,77816,930女性
5,3676,2391,98294814,536合計



ていた。しかし，老人長期療養保険制度の導入後は，2010 年 5 月基準として全体高齢者人口

中で (約 31 万人) 5.7% が老人長期療養保険制度を利用する統計がある (鮮于悳，2010：1-3)。

保健福祉部では 2011 年には老人人口の (約 34 万人) 6.2% が利用可能と展望している。

老人長期療養保険では，施設サービス・在宅サービス・現金給付サービスの利用が可能であ

るが認定者は認定の程度によってはすべての介護サービスを利用できるわけではない。1〜2

等級者は，施設サービス・在宅サービスを選択できる。しかし，3等級者は施設サービスを利

用する場合費用における高い自己負担が必要である。3 等級の施設サービス利用への制限は，

在宅サービスを優先とする意図があり，その背景には費用節減があると考えられる。1〜2 等

級者でも無制限的にサービスを利用する事はできない。具体的な限度額の内容は次のようであ

る。

ⅰ) 施設サービス

施設サービスの種類は老人療養施設，(旧) 老人療養施設，(旧) 老人専門療養施設，老人療

養共同生活家庭がある。利用限度は，長期療養等級及び給付提供日数の基準によって異なる。

施設給付は非給付項目があり，本人全額負担を必要とする。非給付項目は，食事材料費，上級

寝室利用料，理容・美容料費などである。

ⅱ) 在宅サービス

在宅サービスの訪問療養料は，サービス利用した時間を基準として計算する。在宅給付の短

期保護は，施設サービスと同様に本人全額費用負担の項目がある。非給付項目は，食事材料費，

上級寝室利用料，理容・美容料費などである。各サービスは，類型別給付費用を合算して総給

施行 4年目を迎える韓国介護保険 (孫 珉澋)
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27,430男性

138,611106,07071,267女性

2008 年 2009 年 2010 年

資料：保健福祉部内部資料及び国民健康保険公団 統計資料室 各年度引用再構成
注) 1．2010 年度末現在認定資格有持者の現況であり，住民登録実住所地基準
2．等級認定者のうち重複及び死亡者は除外 3．認定申請後等級

区分

表 6 年度別認定現況 (単位：人)

18,89416,570男性

52,98246,67641,817女性

195,167149,55798,697合計

3等級 56,55643,487

14,38413,47617,158男性

32,61029,87340,238女性

73,83365,57058,387合計

2等級 20,851

計 91,79175,85761,158男性

224,203182,619153,322女性

46,99443,34957,396合計

1等級

315,994258,476214,480合計



付費用を算出し，等級別限度額を適用する。その限度額は次のようである。

ⅲ) 現金給付サービス

現金給付は 2種類がある。1つは，島嶼・僻地等の地域を対象とする家族療養支給制度であ

り，もう 1 つは同居家族療養保護士による事実上の現金給付制度である (孫珉澋，2011：

1-16)。現在の家族療養費支給は，2010 年 7 月に比べて減少している。その原因としては家族

療養費の支給に様々な条件が付くため受給が難しいことが考えられる。

また，韓国の保健福祉部では，利用者が在宅ケアを利用する際に，家族療養保護士らの利用

料と給付時間を大幅減少する予定である。理由としては，不当請求の増加(2)である。

地域別利用状況では，2009 年，2010 年の長期療養保険主要統計によれば，年間 1 人当平均

療養費で，最も高いのは濟州・江原地域である。この現象は，老人長期療養保険制度のモデル

事業を実施した地域であり，モデル事業の施行によって他地域より老人長期療養保険制度に対

する認知度が高い事であり，それは利用度の増加にも影響すると考えられる (韓国保健社会研

究院，2011：5-6)。最下位は，連続 1位では全南の寶城郡である。また，各年度の給付実績は，

次のようである。
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760,000 ウォン879,000 ウォン1,097,000 ウォン月限度額

1等級 2等級 3等級長期療養等級

表 7 2008 年 7 月 1 月〜2008 年 12. 31 限度額

814,700 ウォン971,200 ウォン1,140,600 ウォン月限度額

1等級 2等級 3等級

注) 本人負担金=総給付費用×受給者類型，本人負担率は受給者の類型によって異なる。

長期療養等級

表 8 2009 年 1 月 1 日〜限度額

3486,3005852011. 7

計 1 等級 2等級 3等級

※ 1人当たり家族療養費は，等級に関係なく月 15 万ウォン
資料：韓国保健福祉家族部『老人長期療養保険 2010. 7 統計月報』国民健康保険公団

韓国保健福祉家族部『老人長期療養保険 2011. 7 統計月報』国民健康保険公団

区分

表 9 現金給付サービスの利用状況

人数

85,97059813,345957,55554108,8707472010. 7

71,6454829,670684,985

金額人数金額人数金額人数金額

同居・非同居家族療養保護士同居家族療養保護士適用対象

1日 60 分 (1ヶ月 20 日まで)1 日 90 分 (1ヶ月 31 日まで)認定時間

60 分利用：1万 6,120 ウォン90 分利用：2万 1,360 ウォン1回利用料

現行 改定案

資料：韓国日報 2011/06/14/9 面

表 10 家族療養保護士の現金給付サービスの変化



(3) 人材教育の現状

介護サービスの質は，サービスの内容と提供者である人材によって影響を受ける。2008 年 7

月施行後，療養保護士教育機関の乱立と不実運営の問題は既に指摘されてきた。具体的な問題

としては，教育機関が許可制ではなく，申告制であった。養成教育の課程での問題として，一

般新規の受講者の場合 280 時間では倫理的・専門技術的な福祉のマインドを習得するには，不

足である。教育機関の量的な増加と介護士の過剰排出・専門性不足・不法・脱法の場合も多く

報告されているのが実情である。

療養保護士の問題としては，教育機関の過多設立と不法・不当行為の増加である。2008 年 1

月の 101ヶ所から 2009 年 10 月に 1,233ヶ所になりその増加率は 12 倍である。そのなかで

363ヶ所が不法・不当行為による行政措置 (朴ドンザ・金ドフン，2010：177-179) を受けた事

もあり，療養保護士の教育向上が課題である。このような問題点を改善するために資格試験制

度が導入された。その内容としては次のようである。

試験は年 1回であり，筆記・実施で 60 点以上者に資格を与える制度である。しかしながら，

療養保護士の過剰供給による過当競争・低賃金問題などの劣悪な処遇問題も多発している。教

育機関の申告制から指定制に改正できた部分は発展的であり評価できる(3)。

介護士の勤務実態調査によるとその平均所得(4)は，68.7% が月平均月 100 万ウォン未満であ

る。勤労環境としては，入所施設は 40.4%，在宅の場合は 95.5% が契約制である。

また，重要な人材問題は，介護サービスに直接関係する介護士だけではなく，現場の管理担

当者である健康保険公団の療養関連職員の不足である。最近の新聞報道によれば利用者問題の

深刻性が考えられる。具体的には次のようである。2008 年 7 月施行後公団の療養職員の増員

施行 4年目を迎える韓国介護保険 (孫 珉澋)
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2,745,586,3631,736,893,7421,971,789,476426,778,661480,818,142

2008 2009 2010

資料：各年度長期療養保険統計年報 国民健康保険公団

区分

表 11 年度別給付の利用実績 (単位：千ウォン)

療養給付費総療養費療養給付費総療養費療養給付費総療養費
計

2,402,287,301

90

資料：韓国保健福祉部HP法令資料

2008. 7 施行初期の教育時間

表 12 療養保護士課程別教育時間 (2008. 7 施行初期と 2010 年改正，4月から)

実機理論実習実機理論

16935164301611339694

看護師 (50 時間)社会福祉士 (60 時間)新規 (280 時間)

実習実機理論実習実機理論実習

80

2010 年改正後の教育時間

物理治療・職業治療士・
看護補助 (60 時間)

実機理論実習実機理論

4040808428811318080

看護師 (40 時間)社会福祉士 (50 時間)新規 (240 時間)

実習実機理論実習実機理論実習

経歴者 (160 時間)



(2,496 人) はなかった。そのうち現場を担当する支社所属職員は 1,880 人である。日本の場合

1 人当たり 35 人を担当しているが，韓国の場合は 1 人当たり 168 人を担当する水準である

(韓国日報，2011，7，27：3 面)。このような状況では認定申請者の等級調査，サービス点検

(受給者特性別に 1，3，6ヶ月に 1 回)，等級更新調査 (年 1 回)，不当受給の監視等をするに

は大変不足している。このような状況で 1 人の職員が出産休暇を取った場合，その同僚は約

300 人を担当しなければならない。2009 年の場合，170 人の療養職員 (妊娠中) の中で 18 人

が流産したという報告があった (韓国日報，2011，7，27：3 面)。

(4) 利用者負担

韓国の介護保険制度でもサービス利用には，日本と同様に保険料負担と認定を前提としてい

る。サービスを利用する時，サービス利用に応じた応益負担が原則となっている。在宅サービ

スは給付費用の 15%，施設サービスは給付費用の 20% を利用者が負担する(5)。例外としては

医療保険受給権者，所得，財産などによって保健福祉部が告示する一定金額以下の者，天災地

変等の事由によって生計困難な者 (大統領令等で定める) には利用者負担の 50%を軽減する。

低所得者への配慮として国民基礎生活対象者 (日本の生活保護者に該当) の受給者は利用者負

担の全額免除である。

韓国の介護保険法で規定している，給付範囲外，月額限度を超える場合，その超過した給付

額は，利用者本人の全額負担である。具体的な支給要件の基準は法で定められている。

日本では，償還払い，給付額の減額，保険給付の支払いの一時差止のような滞納者への対応

(週刊社会保障，2007：77) 等の問題があるが，現在，韓国の滞納問題の深刻化は日本ほどは

見られない。韓国介護保険の場合，保険料徴収率は 2010 年現在 97.2% である (職場：99.1%，

地域：90.8%)。介護保険制度施行からの 3 年であり，滞納関連問題は今の段階では少数の問

題であるが，未納・滞納問題として議論されていない。

ⅰ) 利用者負担による利用抑制

老人長期療養保険サービスの利用における利用者負担は，低所得層は選別的に排除される可

能性が高い。高所得者ほど負担率は低くなるので，利用率の増加になる。したがって，本人負

担の免除になる国民基礎生活保護層よりは，低所得層の利用制限が懸念される。

韓国の介護保険は日本の介護保険と同様に「受給サービス量に応じる利用者負担 (里見賢治，
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135,070114,63337,68423,535
長期療養機関
介護人材

ʻ07 年 12 月 ʻ08 年 6 月 ʻ08 年 12 月 ʻ09 年 6 月 ʻ09 年 12 月 ʻ10 年 6 月 ʻ10 年 12 月

資料：保健福祉部・国民健康保険公団，2011『老人長期療養保険施行 3週年記念式及び国際シンポジウム』p. 81

表 13 急増する人材

203,465189,473158,859



2005：6)」の方式が採択されている。2005 年改定により入所施設での食費・居住費は全額自

己負担になった。厚生労働省は見直しの必要性を，「給付と負担の公平性」として説明してい

た。ドイツの介護保険では，10 割給付が原則であり，利用者負担はない。日本の場合でも，

施設・在宅 1割負担である。

韓国の介護保険では，施行初期から入所施設の利用は高負担になっている。日本の経験をモ

デルにしており，施設サービス利用の制限抑制を目的としていると考えられる。

ⅱ) 非利用者の重度化の危険性

韓国介護保険では，保健福祉部の調査では，満足度は非常に高く表れている。しかし，これ

は利用者に対する調査であり，利用料が負担になって利用を抑制しがちな非利用者の調査では

ない。1割負担である日本でも「低所得者には利用者負担が利用の制約になってサービス利用

が制約されている」(里見賢治，2002：28-32) といわれている。このような現象は，施設サー

ビス利用における 2割負担では，もっと負担になると考えられる。このような抑制は，短期間

的には経費節約となり，成功的に評価できるかもしれないが，長期的には重度化する危険性が

高く結果的には，要介護度の重度化は介護費用の高額化に結びつくのである。

ⅲ) 社会的扶養

高い利用者負担は，高所得者にはサービス利用においては便利なシステムである。しかし，

低所得者には高負担になり，保険料は負担できる場合でも「利用者負担」が重負担になり，保

険料だけ払いサービス利用は制限される可能性が高い。したがって高い利用者負担は，社会的

扶養の基本的な意図に反しているといえる。

(5) 財政の現状

韓国介護保険は，日本と同様に社会保険方式である。現在，医療保険 (韓国名：健康保険)

のように，保険料，国家負担，利用者負担によって構成されている。保険加入は医療保険加入

者と同一であり (第 8 条)，全国民が負担している。保険料は，介護保険料と医療保険料と統

合して徴収し，独立した会計で管理する。介護保険の負担率は，保健福祉部長官所属の老人長

期療養保険委員会の審議を経て大統領令で定める。

ここで問題なのは介護保険料が非常に増加していることである。2008 年の 4.05%，2009 年

4.78%，2010 年 6.55% であり，施行 3 年で 37.0% も増加している。保険料徴収率は 2010 年上

半期基準で 97.7% であった。

介護保険でも医療保険の国庫支援のように国家負担を明示している。その規定によって毎年

一定額を支援している。具体的には，国家は予算範囲内の当該年度の長期療養保険料の予想収

入額の 100 分の 20 を公団に支援する (韓国の介護保険法第 58 条)。国民基礎生活保障制度の
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受給権者の給付費の全額を国家と地方自治体で負担することになっている。国庫支援金は

2008 年には 1,181 億，2009 年には 2,044 億円，2010 年には 3,323 億円であった。

保健福祉部は財政の効果を肯定的に評価している。その内容としては，介護保険給付費以外

にも税収効果(6)を評価している。特に総医療費の削減(7)を評価している。しかし，韓国の介

護保険も社会保険方式であり，政府関連研究報告及びシンポジウム等で評価しているのは，保

険料を払えた人たちについてだけである。保険料を払えない人は保険給付から排除しているの

で，その部分は実際には議論されていない。保険料徴収率は 2010 年上半期基準して 97.7% で，

それ以外の 2.3% の人は無保険者になる可能性が高い。日本の介護保険で里見が指摘したよう

に普遍性・選択性・権利性の問題 (里見賢治，2004a：6-13，里見賢治，2004b：18-23) は，

社会保険方式自体を自己否定し，逆に公費負担方式の妥当性が浮き彫りになる。
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5.33%5.08%5.08%医療保険率

6.55%4.78%4.05%介護保険率

2008 年 2009 年 2010 年

資料：国民健康保険公団健康保険政策研究院『老人長期療養保険中長期財政
運用展望と政策課題』2010 p. 36

区分

表 14 韓国医療保険及び介護保険率の変化

3,3232,0441,181国庫支援金

61.557.8―増加率

2008 年 2009 年 2010 年

資料：国民健康保険公団健康保険政策研究院『老人長期療養保険中長期財政
運用展望と政策課題』2010 p. 39

区分

表 15 年度別国庫支援金現況
(単位：億ウォン，%)

3,2341,787累積収支

2008 2009 2010 計 2011. 1 2011. 2 2011. 3 2011. 4 2011. 5

資料：国民健康保険公団 HP

表 16 老人長期療養保険財政状況 (単位：億ウォン)

4089431,2051,5294,5232,1741,4461,787当期収支

9,9309,4939,0848,1416,9379,9305,407

10,57923,91617,2364,585療養給付費

94231931411577161,6311,5561,146管理運営費

437

その他収入

2,2152,4052,4291,9552,29011,29425,54718,7915,731支出

2,1212,1742,3371,8142,133

2581,1743,2666,6556,6372,564医療給付負担金

13232821139723318651

11,3713,723療養保険料

――1,2941,2941,2943,8833,3232,0441,181国庫支援金

2781,183373

2,8133,3723,1603,81915,81727,72020,2387,518収入

2,3621,6081,6771,5861,3388,57117,509

2,653



4．課 題

① 利用における地域格差問題

地域格差問題は，医療・教育・介護サービスにおける大きな課題である。介護サービスの供

給は，施設供給の地域間の格差問題である。その主な理由は，人口少子高齢化による人口過疎

地，経済力と財政力，介護保険への認知度，介護機関と介護従事者の拡充等の 4点をあげるこ

とができる。現在韓国では施行後 3年であり，地域格差問題は深刻にあらわれていないが今後

過疎地への医療権利・教育権利に続けて介護権利(8)が課題になる。したがって，年間療養費

支出・人数等の年間利用度上位 10 都市，下位 10 都市の綿密な分析が必要である。

② 人材養成の問題

日本の経験で分かるように介護者の離職率は他の職種の離職率より高い。韓国の老人長期療

養保険制度における療養保護士の過剰供給という批判もあり，現在介護人材の離職問題は議論

されていないが，労働条件の劣悪等多様な問題を内包している。例えば，基本資格及び資質

(年齢，学歴等の無制限)，人材の地域格差問題，人材の採用情報の不足，低賃金等の問題であ

り (入所施設：120〜140 万ウォン，訪問療養：約 55 万ウォン(9)) 人材として技術を継続的に

期待する事は困難であろう。

③ 利用料負担による排除問題

利用料負担問題は，すでに日本で指摘されている。利用者負担がサービス利用を抑制する

(里見賢治，2002：30-31)。利用料の負担によるサービス利用が抑制されることは，社会保障

の基本的な理念に反している。特に韓国人高齢者の場合，利用料は，家族 (息子・嫁) による

負担が多く，経済的な負担により介護放棄される可能性が高い。韓国ではまだ 4年目であるで

あるためにそれほど弊害は起こってはないが，今後の注視が必要である。

④ 財政問題

人口高齢化・認知症の発生率の増加等により要介護者のサービス利用率も増加する傾向にあ

る。このような現状において，国庫支援額も 2008 年に 1,181 億ウォン，2009 年には 2,044 億

ウォンと 73.0% 増加している。これに伴い保険料は 2008 年の 4.05% から引き上げられ，2009

年には 4.78% に引き上げになっている。このように財政規模は継続的に拡大し，財政安定化

が問題である。現段階では施行後 3年であり，財政状況の多方面でのモニターリングなど持続

的で安定的な財政の構築が必要である。

OECD 中，GDP 対比 LTC (long-term care) の支出は韓国の場合最下位国家に該当する。

スウェーデン (3.6%)，デンマーク (2.0%)，日本 (1.6%) よりはるかに低い 0.3% である。し
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たがって，国としての LTCへの支出を増加すべきである。

〔注〕

( 1 ) 5 つ領域：身体機能領域，認知機能領域，精神機能領域，看護処置領域，リハビリ領域

( 2 ) 2010 年の不当請求は全国自治体の調査によれば，不当請求は長期療養機関 345ヶ所 (7 億 5,000 万

ウォン) である。そのうち家族療養保護士の不当請求額は 4 億 1,000 万ウォンであり，54% に至

る。利用時間と利用料金への変化は，90 分利用当 2 万 1,360 ウォンから 60 分利用当 1 万 6,120

ウォンに縮小された。(韓国日報 2011 年 6 月 14 日 9 面參照)。

( 3 ) 国民健康保険公団の『2010 年老人長期療養保険主要業務推進計画』によれば，介護業務を遂行で

きない人は資格取り消し・療養保護士に欠格事由も新設された。

( 4 ) 保健福祉部・国民健康保険公団 2011『老人長期療養保険施行 3週年記念式及び国際シンポジウム』

によれば月 150 万未満：28.9%，月 200 万未満：2.0%，月 200 万以上：0.4%

( 5 ) 国民健康保険公団の『2010 年老人長期療養保険本人負担実態調査』による施設給付の 2010 年 5 月

本人負担金は，485,284 ウォンで，法定本人一部負担金 (給付) 277,021 であり (57.1%)，非給付

本人負担金は 208,263 ウォン (42.9%) であった。非給付本人負担金は，施設給付受給者の中

91.5% の人は非給付であり本人負担があった。内訳は，食事材料費，寝室利用費，理美容費の順

であった。非給付項目の理由としては，「施設で一律的に利用するので」が 71.0% であり最も多

かった。施設サービスの費用を負担する人は，子供 (子の嫁) が 84.2% でもっとも多い。費用負

担に対しては，「高い」が 53.7%，「適当」が 38.2% であった。「負担」が 52.6%，「非常に負担」が

33.3% であり負担と考える人 (計 85.9%) が圧倒的に多数である。

在宅給付における本人負担は，平均 115,764 ウォンであり，法定本人一部負担金 (給付) は，

112,096 ウォン (96.8%)，非給付である場合の本人負担は 3,668 ウォンであり非常に少ない 3.2%

であった。在宅給付別本人負担金は短期保護 (257,392 ウォン)，昼・夜間保護 (147,171 ウォン)，

訪問療養 (109,205 ウォン) の順であった。在宅サービスの場合費用を負担する人は，子供 (子の

嫁) が 57.9% であった。費用負担に対しては，「高い｣+｢非常に高い」が 33.27%，「適当」が

50.8% であった。「負担｣+｢非常に負担」は 68.5% であり施設 (85.9%) への負担感よりは低い。

( 6 ) 関連産業成長，雇用及び付加価値創出，要介護者がある家族構成員の経済活動機会増加，医療

サービス利用形態及び健康状態の変化等

( 7 ) 保健福祉部・国民健康保険公団による『老人長期療養保険施行 3 周年記念式及び国際シンポジウ

ム』の標本統計調査 (p.99) によれば，入院費・療養病院診療費・総診療費の削減があった。

( 8 ) 保険福祉部・国民健康保険公団，2011『老人長期療養保険施行 3 周年記念式及び国際シンポジウ

ム』の中での「全般的なサービス水準の満足度は 86.9%」であった。しかし，この満足度調査は，

利用経験がある人であり，過疎地で利用できなかった人の意見ではない。

( 9 ) 訪問介護の場合平均時給 6〜7 千ウォン，月平均 84 時間勤務，社会保険加入率 (施設：92.9%，訪

問介護者 50.3%) も非常に低い劣悪な水準である。
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